
事業番号 - - -

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

79% 88% 81%

東日本大震災復興特別会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

234

実施方法

平成30年度

地域の魅力等発信基盤整備事業 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 統括官付参事官（予算・会計担当） 参事官　伊地知　英己

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

（１）地域の伝統・魅力等発信支援事業（補助）
被災12市町村を中心とした地域の魅力や伝統等の発信により、交流人口の増加とそれを通じた地域の事業基盤の安定に資するような民間事業者・団体等の
取組を支援（補助率：定額、2/3、1/2　採択件数：15～20件程度を想定）。

（２）地域の魅力等発信に向けた基盤整備事業（委託）
被災12市町村を中心とした福島県の復興状況（例：新規進出または再開した企業、買い物環境をはじめとする生活基盤の回復、福島県産農林水産品の魅力
発信）を正確に発信することで、風評被害の払拭につなげる。また、発信したコンテンツの効果測定等を通じて、有効な発信手段の選定を行う。

- -

234

- -

▲ 15 -

-補正予算

予備費等

当初予算 234

15-

186

-

平成30年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

被災12市町村を中心とする福島県について、民間団体などが行う地域の魅力の発信に対する支援や、産業復興（進出や再開に成功した企業）や生活基盤の
再建が進んでいる状況をはじめとする復興の現状にかかる正確な情報発信を進めることで、風評被害の払拭や交流人口の増加を実現し、それにより民間企
業等が安定的に事業を行うことができる環境の整備を後押しする。

前年度から繰越し - -

令和3年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

234 234 219 249 234

206 189

執行率（％） 79% 88% 86%

・東日本大震災からの復興の基本方針（平成23年度7月29日
東日本大震災復興対策本部）
・福島復興再生基本方針（平成24年7月13日　閣議決定）
・原子力災害による風評被害を含む影響への対策パッケージ
（平成25年4月2日）
・原子力災害による風評被害を含む影響への対策パッケージ
フォローアップ（平成25年11月22日）
・風評対策強化指針（平成26年6月23日）
・「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本
方針（平成28年3月11日　閣議決定）
・風評対策指針のフォローアップ（平成29年2月24日）
・風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略（平成29年12月
12日）

- -

234 234

関係する
計画、通知等

令和3年度当初予算

194

40

その他

計

2021 復興

-

20 0128

0

234 234

194

40

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

地域の伝統・魅力等発信支
援事業（補助）

地域の魅力等戦略的発信
事業（委託）

令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

令和4年度要求



3,000,000

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

140,000 140,000

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

3,000,000

執行額（円）／コンテンツの閲覧数

年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

定性的な成果目標と平成30～令和2年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

達成度

－

活動指標

計算式 円／人

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

140,000 140,000 140,000

平成30年度

-26.9 12.7 -

令和2年度

2,500,000 3,000,000

－

活動実績 人

当初見込み 人

2,870,000 1,788,773 1,919,413

令和元年度

令和元年度 令和2年度

60,630 37,786 17,806

円／PV 55490000/3000000

単位

被災12市町村を中心とした
福島県で開催されるイベン
トや施設等への来訪者数
（補助事業者推定値）

人目標値

60,630 37,786

140,000 140,000

実績

活動指標

9,322

定量的な目標が設定できない理由

平成30年度

代替目標

169289312/42513

12.5 20.5 12.2 18.5

計算式

人

％

被災12市町村を中心とした福島県で開催されるイベント
や施設等への来訪者数（補助事業者推定値）

193644000/140000

3,000,000

3年度活動見込

2,482 3,982

代替指標
中間目標

-

36000000/2870000

風評被害の払拭や交流人口の増加による福島県に関する正確
な情報発信基盤の整備を表す定量的な成果目標がないため、現
時点で定量的な目標値を示すことは困難。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

単位

執行額（円）／被災12市町村を中心とした福島県で開催
されるイベントや施設等への来訪者数（人）

単位当たり
コスト

令和元年度 令和2年度

単位当たり
コスト

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

本事業において補助事業
者が開催するイベントや施
設等、被災12市町村を中
心とした福島県に訪問する
人を増加させる。

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

17,806

単位

-
平成30年度 令和元年度 令和2年度

風評被害の払拭や交流人口の増加により、民間企業等が安定的に事業を
行うことができる環境の整備を推進する。令和2年度は、27者の民間団体等
の支援を実施した。

- -

43.3

140,000

被災12市町村を中心とした福島県の復興状況や魅力に
ついてまとめたコンテンツの閲覧数

活動実績 回

当初見込み 回

150466360/60630

令和元年度

165997004/17806

36649005/1788773 23567055/1919413

3年度活動見込

目標最終年度

年度

平成30年度

1,883

平成30年度

令和2年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

- -

目標定性的指標

-- -- -

- -

目標値 -

令和元年度 令和2年度

-

施策の進捗状況（目標）

施策の進捗状況（実績）

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、被災12市町村を中心とした福島県の伝統・魅力等の発信による風評被害の払拭や交流人口の増加に向けた取組を補助することで、民間
主導により正確な情報が発信される基盤を整備する。
併せて、国自身も被災12市町村を中心とした福島県の復興状況や魅力を、国内外に対して戦略的かつ効果的に発信することで、正確な情報が発信
される基盤を整備する。
なお、当該事業の趣旨は政府方針等に復興施策として位置づけられており、本事業を着実に推進することにより、福島第一原子力発電所事故から
の復興に寄与する。

（参考）
◆風評対策強化指針（平成26年6月23日）
「「強化指針３．風評被害を受けた産業を支援する」風評を受けた産業に対して、官民の力を結集して取り組み、被災地産品の販路拡大・新商品開
発、国内外からの誘客促進等を図る。」

◆平成２８年度以降の復旧・復興事業について（平成27年6月24日　復興推進会議決定）
３．各分野における今後の取り組み//（５）原子力事故災害からの復興・再生
　「廃炉・汚染水対策を着実に進めるとともに、除染、中間貯蔵施設の整備及び除去土壌等の搬入の推進、放射線物質汚染廃棄物の処理を着実に
進める。風評被害対策を着実に実施する。また、原子力損害への適切な賠償を進める。」

◆「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針（平成28年3月11日閣議決定）
２．各分野における今後の取り組み//（４）原子力災害からの復興・再開⑤事業・生業や生活の再建・自立に向けた取組の拡充
「風評被害の払しょくに向けて、「風評対策強化指針」においてこれまで講じた風評被害対策を継続的に検証し、一層の効果的取組を推進していく。」

◆風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略（平成29年12月12日）
２．食べてもらう//（２）伝えるべき内容//①福島県産品の「魅力」や「美味しさ」
３．来てもらう//（２）伝えるべき内容//①福島県の旅行先としての「魅力」

- -
定量的指標

-

年度年度

中間目標 目標年度
平成30年度

実績値 - -

単位

-

-

-

施策 ５　福島・震災復興

政策 Ⅳ　中小・地域

測
定
指
標

-

目標年度



-

○

競争性を確保するため、直接補助事業者は間接補助事業者
を公募によって選定する。また、間接補助事業者が委託及
び外注を行う場合には、基本的に相見積もりにより競争性を
確保しており、また相見積もりを行わない場合には、その要
因及び選定理由を精査しており、支出の合理性を確保して
いる。

国の避難指示等の対象となった被災１２市町村の産業は、
人口が大幅に減少し、極めて厳しい事業環境となっており、
地方自治体や民間のみで対応することは困難。

○

評　価項　　目

官民合同チームによる約5000件の個別訪問で得られた、風
評被害に関する事業者の生の声を踏まえた支援策としてお
り、ニーズを的確に反映したものとなっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

引き続き、説明会等を通じて事業の内容について周知・説明をすることとし、事業者が入札（公募）しやすいように、過去の実態を踏まえて、入
札（公募）の準備に必要な時間の確保に努める。

支出先の選定については、総合評価入札を実施して競争性の確保等に努めているが、一部の事業において一者応札となった。しかし、事前に
前広に情報発信をし、説明会には３～４者の事業者に参加いただいている。また、事業期間中も、目標とする成果を達成するため最適な取組
を検討し、事業の効率性及び有効性を意識して事業を実施している。

○

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

農林水産品の風評払拭に係る予算事業や、福島の旅行商
品造成のための予算事業等が存在するが、それらは国また
は県が直接委託等により実施する事業であり、本事業のよう
に民間事業者自身が企画・実施する福島の魅力を発信する
取組への支援を行う予算事業は存在しない。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

補助事業先の選定に当たっては、公募を実施し、3名の外部
審査員による評価により採択事業者を選定。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「風評対策強化指針」（平成26年6月23日）で「「強化指針３．
風評被害を受けた産業を支援する」風評を受けた産業に対
して、官民の力を結集して取り組み、被災地産品の販路拡
大・新商品開発、国内外からの誘客促進等を図る。」とされて
おり、復興政策の中での優先度は高い。
また、「風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」（平成
29年12月12日）の２．（２）①や３．（２）①においても記載され
ており、復興政策の中での優先度は高い。

補助事業については、採択にあたり、具体的な成果目標や
事業終了後の方針なども見据えてもらうような仕組みとして
おり、コスト等の水準は妥当。
委託事業については、コンテンツの閲覧後の具体的な行動
をの提案等を行うような仕様としており、コスト等の水準は妥
当。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

本事業の目的を達成するため最適な取組を検討し、事業の
効率性及び有効性を高めるべく改善を図っている。

コロナ禍ではあるが、交流する人口を福島近県の東北圏に
注力するなど状況に応じた対応により、交流人口減少幅を
最小限に図っている。

○

事業採択や契約に当たって、費目・使途の妥当性を事務的
にチェックすることとしている。

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

交流人口実績中、東北圏からの流入幅の減少は75％程度
におさえらており（他地域は約45％減）となっていることから
厳しい状況下において一定量の成果はあった。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

補助事業の執行に限らず、間接補助事業者の実施事業のブ
ラッシュアップ、事業者同士のマッチング等を担当しており、
負担関係は妥当。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

対象外

事業の執行状況を勘案し適切な予算規模について精査しつつ、広報を行う対象を明確に設定し、常に効果の高い媒体・手段を用いるように意識
する等効率的・効果的な予算の執行に努めていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

時勢の状況に応じ、より効果的な地域の魅力等の発信方法を検討・採択するとともに、事業の効果測定の在り方を検討すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

-

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

令和2年度 復興庁 0130

平成30年度 新30-0010 - - -

令和元年度 復興庁 0134

復興庁

234百万円

経済産業省

189百万円

【経済産業省へ移し替え】

A.(株)ジェイアール東日本企画

（執行団体）

166百万円

C.民間団体等（2者）

23百万円

○地域の伝統・魅力等発信支援事業

【定額（10/10補助（166百万円）】

○地域の魅力等戦略的発信事業

【委託（22百万円）】

※一般競争入札（総合評価方式）

B.民間団体等(27者)
（間接補助先）

134百万円

【定額（10/10）、2/3、1/2補助（134百万円）】



支出先上位１０者リスト

A.

（株）ジェイアール東
日本企画

9

A.（株）ジェイアール東日本企画

- -

〃

謝金（アドバイザー派遣） -

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

〃 委託費（業務サポート） 2

-

〃

〃 外注費（HP制作等） 4 - -

-

-

金　額
(百万円）

業務管理費 人件費

webページ作成・ＡＲ伝承館システム構築費
等

12 運営費

使　途

地域の伝統・
魅力等発信支

広報費

-

8 - -

1

〃 補助員人件費

B.大堀相馬焼協同組合
金　額

(百万円）

134

広報費・会場借料等

-

費　目 使　途

4

計 166 計 10

事業費 企画費、広告・宣伝費、取材費　等 8 - -

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

-

外注費補助金交付予定額

費　目

-

C.(株）オレンジページ D.

費　目 使　途

2 - -

再委託費 動画・webコンテンツ作成、モニタツアー　等 3 - - -

人件費 1 - - -

消費税 1 - - -

計 13 計 0

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付 - -

法　人　番　号

7011001029649 166

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

地域の伝統・魅力等の発信
や、交流人口増加のため
の取組を行う民間団体等
（間接補助事業者）を支
援。

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



B

C

みずほリサーチ＆テ
クノロジーズ(株)

9010001027685
被災12市町村における交
流人口の動態調査を実施

10
一般競争契約
（総合評価）

1 93.6％

説明会には3社参加。入札を見
合わせた社の理由としては、コ
ロナ禍により十分な作業人員確
保が難しいとの理由。

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -

若い女性をターゲットに被
災12市町村の文化・歴史の
再発見・再定義する情報発
信を実施

8 補助金等交付 - - -

株式会社 鳥藤本店

特定非営利活動法
人 元気になろう福島

8380005010206

在日台湾人の若者による
福島の魅力取材や台湾で
の福島の魅力発信イベント
開催など実施

8

8380001016594

12市町村への交流人口拡
大を目指しトラベルライター
による情報発信や地域情
報の発信を実施

7 補助金等交付 - - -

NPO法人くらスタ

ふくしま花フェスプロ
ジェクト実行委員会

-

新たな地域産業として花卉
栽培の次世代の担い手に
フォーカスを当て商品開
発・若者の育成及びその活
動紹介の広報発信を実施

8 補助金等交付 - - -

4380005011851

補助金等交付

2

-

株式会社Jヴィレッジ 6380001016638

事業を再開したJヴィレッジ
にてスポーツフェスティバ
ルを開催すると共にJリー
グ等と連携した福島の情報
発信を実施

10

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大堀相馬焼 協同組
合

9380005007523

道の駅なみえ伝統産業館
への誘客促進のためのモ
ニターツアーを含む情報発
信を実施

10 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

相馬市民市場 株式
会社

6380001029796

相馬復興市民市場におけ
る浜の賑わいを創出するた
め水産物の安全性や魅力
の発信を実施

9 補助金等交付 - - -

6

7

4

5

学校法人 早稲田大
学

5011105000953

広野町・楢葉町・富岡町に
おける地域の歴史と暮ら
し・祭りと文化等を新たな魅
力として発掘発信

9 補助金等交付 - - -

10

8

9

南相馬タウンマネジ
メント株式会社

5380001022752
相馬野馬追の魅力を発信
するため甲冑展や甲冑着
付体験などPRを実施

8 補助金等交付 - - -

飯館電力株式会社 8380001024705
自然エネルギーの普及・復
興支援と原発事故風化防
止の情報発信

9 補助金等交付 - - -

1

2

(株)オレンジページ 9011101034118

福島の復興10年の足跡を
配信するwebページを作成
するとともに福島近隣の交
流人口拡大に向けたテレビ
番組による情報発信を実
施

13
一般競争契約
（総合評価）

3 82.8％ -
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